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平成26年度 第1回互助会理事会開催
　平成26年10月17日、海事センタービル8階会議室に
おいて日本水難救済会救難所員等互助会の平成26年度第
1回理事会が開催されました。
　開催にあたり議長である互助会相原会長の挨拶のあと、
次の議案について審議され、それぞれ異議なく承認されま
した。
第1号議案　日本水難救済会救難所員等互助会規約及び日

本水難救済会救難所員等互助会規約実施細目
の一部改正について　

第2号議案　平成25年度事業報告及び収支決算（案）につ
いて

第3号議案　平成26年度事業計画及び収支予算（案）につ
いて

　また、報告事項として互助会規約第18条の災害見舞金
給付事業に関し、東日本大震災による災害見舞金給付につ
いて現状等の報告や平成26年度収支見込額に基づく次年
度繰越額試算表及び平成27年度収支見込額の説明がなさ
れました。

○日本水難救済会救難所員等互助会規約の一部改正、新旧対照表(改正部分のみ抜粋)

○日本水難救済会救難所員等互助会規約実施細目の一部改正、新旧対照表(改正部分のみ抜粋)

【役員】
第4条　互助会に次の役員を置く。

（3）理事　　　3名以上5名以内
（4）会計監査役2名以上3名以内

【理事会】
第7条　互助会の議決機関として、互助会に理事会を置く。
2　理事会は、会長及び理事長のほか、推選する理事及び会計

監査役で構成する。

【会員】
第11条　会員は、次条に定める手続きにより互助会に加入した
ものとする。

【加入】
第12条　互助会に加入しようとする者は、救難所毎に一括して

別に定める加入申込書により、8月末までに申し込むものとす
る。

2　前項の規定にかかわらず、地方組織の長は、当該組織内の
救難所を一括して申し込みすることができるものとする。

3　前2項の会費は、当年10月1日から翌年9月末までの1年度
分を500円とし、当年の9月末までに納めるものとする。

4　年度途中で加入する者の加入期間は、会費が納入された翌
日から当該年度末日までとする。ただし、この場合において
会費の減額は行わないものとする。

【収入】
第22条　収入は、会費収入、積立金及び寄附金、その他収入
を合算したものとする。

附則
1　この規約は、平成26年10月17日から施行する。
2　平成23年7月23日から施行されている規約の「会費の特例」

及び「給付金の特例」の適用については、平成27年9月30日
までとする。

【加入申込み】
第3条第3項　地方組織の長が、当該地方組織内の救難所を一
括して申込む場合は、様式1号の申込書の「○○○水難救済会○
○○救難所長」とあるのを「○○○水難救済会会長」と読み替える
ものとし、「職名、氏名、生年月日、年齢、備考」の欄は、救難
所毎に区分して申込みするものとする。この場合、第2項の互助
会加入証書兼領収書は、地方組織の長に交付するものとする。

改　　　　正

改　　　　正

現　　　　行

現　　　　行

【役員】
第4条　互助会に次の役員を置く。

（3）理事　　　5名
（4）会計監査役2名

【理事会】
第7条　互助会の議決機関として、互助会に理事会を置く。
2　理事会は、会長及び理事長のほか、推選する5名の理事及び

会計監査役で構成する。

【会員】
第11条　会員は、次条に定める手続きにより互助会に加入した
者とする。

【加入】
第12条　互助会に加入しようとする者は、救難所毎に一括して

別に定める加入申込書により、8月末までに申し込むものとす
る。

2　前項の会費は、当年10月1日から翌年9月末までの1ヶ年度
分を500円とし、当年の9月末までに納めなければならない。

3　前項の期間中に新規に加入する者の加入期間は、加入した日
の翌日から当該加入期間の終了日までとする。ただし、この
場合において会費の減額は行わないものとする。

【収入】
第22条　収入は、会費収入、積立金及び寄附金を合算したもの
とする。

附則
1　この規約は、平成23年7月27日から施行する。

【会費の特例】
2　平成23年度から当分の間、第12条第2項に規定する1カ年

分の会費を1,000円とする。
【給付金の特例】

3　第18条の規定にかかわらず、平成23年7月27日以降に第
18条に規定する給付に該当すると認定した場合は、当分の
間、別表「給付金」の欄中、「10万円」を「5万円」に、「8万円」
を「4万円」に、「7万円」を「3万円」に、「5万円」を「2万円」に、

「3万円」を「1万円」に読み替えて適用する。

【加入申込み】
第3条第3項　第1項の加入申し込みは、地方組織の長も行うこ
とができるものとし、その場合、第2項の互助会加入証書兼領収
書は、地方組織の長に交付するものとする。

互助会第１回理事会の様子

開会の挨拶を行う相原会長

〔主な改正内容と理由等〕

1　理事の人数等について
　理事及び会計監査役の人数は、日本水難救済会救難所
員等互助会規約（以下「互助会規約」という。）第4条にお
いて理事は5名、監査役は2名と規定され、また、互助
会規約第7条第2項に「理事会は、会長、理事長のほか、
日本水難救済会理事会が推選する5名の理事及び会計監
査役で構成する。」旨規定されており、これらの規定によ
ると、理事等に欠員が生じた場合には、速やかに欠員を
補充するために本会理事会を開催して理事等の推選をし
ていただく必要があるが、理事の補充ができない場合に
は互助会理事会の開催に支障を生じることとなるため、
理事の定数を「5名」から「3名以上5名以内」、会計監査
役は、本会の定款に合致させ、「2名」から「2名以上3名
以内」に改めることにより弾力的な運用ができるように
する。

2　会員への加入手続きについて
　会員の加入手続きは、互助会規約第12条の規定によ
り救難所毎に一括して加入申し込みを行うこととなって
いるが、救難所長のほか地方組織の長についても、地方
水難救済会組織内の救難所を一括して加入申し込みがで
きるよう改正し、また、互助会会費については、同条第
2項の規定により、当年10月1日から翌年9月末までの
1年度分を9月末までに納めることとなっているが、年
度途中の随時加入者の加入期間が明確ではなかったこと
から、会費が納入された日の翌日から会計年度末の9月
末までを会員の加入期間とする旨明確化した。

3　会費の額の特例等の適用期間について
　平成23年7月27日から施行していた「会費の額の特
例」及び「給付金の特例」については、平成26年度中に
東日本大震災に伴う災害見舞金の給付が完了する見込み
であることから、これらの特例措置の適用期間は、平成
27年9月30日までとすることした。

［1号議案］ 日本水難救済会救難所員等互助会規約及び日本水難救済会救難所員等互助会規約実施細目の一部改正について
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平成26年度事業報告
（平成26年10月1日から平成27年9月30日まで）

　互助会は、日本水難救済会の正会員となっている地方水難救済
会に所属する救難所員等（役職員を含む。）で、入会を希望する者

（会員）で構成され、会員及びその家族（会員等）の相互救済と福利
増進を図る観点から各種事業を行うことにより、会員等の生活の
安定と福祉に寄与するとともに、日本水難救済会の効率的な事業
運営に資することを目的として事業を実施します。

1　会員の募集について
　平成26年度の会員数は、平成26年10月15日現在で
18,956人であります。平成25年度より753人減少してお
ります。地方水難救済会の事務処理が遅れているところがあ
り、ほぼ前年度並みの会員は確保できると考えております。
なお、今後とも、互助会の設立趣旨を念頭に引き続
き会員の募集に努めます。

2　災害給付及び見舞金給付事業
（1）災害給付事業

　会員が水難救助業務中に災害を受けた場合に、本人又はそ
の遺族に対して互助会規約の定めるところにより所定の給付
を行います。また、会員が前記の災害により死亡した場合に、
2万円を限度として花輪又は生花を遺族に贈ります。

（2）休業見舞金給付事業
　会員が水難救助業務中に負傷し又は疾病にかかり、従前得
ていた業務上の収入を得ることができない場合に、規約の定
めるところにより、所定の見舞金を給付します。

平成25年度事業報告
（平成25年10月1日から平成26年9月30日まで）

　互助会は、日本水難救済会の正会員となっている地方水難救済
会に所属する救難所員等（役職員を含む。）で、入会を希望する者

（会員）で構成され、会員及びその家族（会員等）の相互救済と福利
増進を図る観点から各種事業を行うことにより、会員等の生活の
安定と福祉に寄与するとともに、日本水難救済会の効率的な事業
運営に資することを目的として事業を実施しました。

1　加入者について
　平成25年度の加入者数は、19,709名（昨年度20,004人）
でした。

2　災害給付及び見舞金給付事業
（1）災害給付事業

　会員が水難救助業務中に災害を受けた場合に、本人又はそ
の遺族に対して互助会規約に定めるところにより所定の給付
を行い、また、会員が前記の災害により死亡した場合に、2
万円を限度として花輪又は生花を遺族に贈るための事業で
す。
25年度においては、（特）神奈川県水難救済会横須賀救難所
所員が船舶火災消火中に船舶同士に右手中指を挟まれ、圧迫
骨折したため、契約保険会社の東京海上日動火災保険株式会
社から災害給付金として45,000円を給付しました。

（2）休業見舞金給付事業
　会員が水難救助業務中に負傷し又は疾病にかかり、従前得
ていた業務上の収入を得ることができない場合に、規約の定
めるところにより、所定の見舞金を給付するための事業です
が、25年度において該当する事例はありませんでした。

（3）私物等損害見舞金給付事業
　会員が水難救助業務中に、当該業務の遂行中に携帯してい
た私物を破損、焼失、紛失等した場合、規約の定めるところ
により、所定の見舞金を給付します。
また、会員が水難救助業務中に、当該業務の遂行中に使用し
ていた船舶の船体・属具を破損した場合、規約の定めるとこ
ろにより、所定の見舞金を給付します。

（4）遺児等育英奨学金事業
　災害給付を受けた会員の遺児（重度の後遺症を負った会員
の子で、遺児と同等と認められる者を含む。）に対し、規約の
定めるところにより、所定の奨学金を給付又は、貸与します。

（5）災害見舞金給付事業
　会員が自然災害又は火災等により、住居及び家財又はそれ
らのいずれかに被害を被った場合、平成23年7月27日の臨
時理事会において承認をいただいた特例措置に基づき、平成
23年度から当分の間、改正規約の定めるところにより、所
定の見舞金を給付します。東日本大震災に係る災害見舞金の
給付については、福島県水難救済会請戸救難所64名を除い
て、給付は完了しております。請戸救難所分は平成26年度
内に処理を行います。

（6）互助会誌発行事業
　年2回発行のマリンレスキュージャーナルに互助会コー
ナーを設けて、互助会の事業成果、決算報告等の会員への周
知を実施します。

（3）私物等損害見舞金給付事業
　会員が水難救助業務中に、当該業務の遂行中に携帯してい
た私物を破損、焼失、紛失等した場合、規約の定めるところ
により、所定の見舞金を給付するための事業です。
　25年度においては、船体・属具を破損等した2件2名に
62,791円を給付しました。

（4）遺児等育英奨学金事業
　災害給付を受けた会員の遺児（重度の後遺症を負った会員
の子で、遺児と同等と認められる者を含む。）に対し、規約の
定めるところにより、所定の奨学金を給付又は、貸与するた
めの事業ですが、25年度において該当する事例はありませ
んでした。

（5）災害見舞金給付事業
　会員が自然災害又は火災等により、住居及び家財又はそれ
らのいずれかに被害を被った場合、規約の定めるところによ
り、所定の見舞金を給付するための事業です。
　平成25年度においては、東日本大震災による被害を受け
られた会員のうち、6救難所の286人の会員の方々に合計
1,345万円を給付しました。

（6）互助会誌発行事業
　互助会の事業成果、決算報告の会員への周知のため、互助
会誌を発行する事業ですが、25年度においては、「マリンレ
スキュージャーナル」に互助会コーナーを設け、2014年1
月号に25年度第1回理事会開催概要、平成24年度事業報告
及び収支計算書、平成25年度事業計画及び収支予算書を掲
載し、また、2013年8月号においては、入会案内、事業内
容及び災害見舞金給付状況等について、会員に周知いたしま
した。

平成26年度互助会収支予算書
（平成26年10月1日から平成27年9月30日） （単位：円）

科　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 差　　　異 備　　　考
Ⅰ　事業活動収支の部 　 　 　 　
　1　事業活動収入 　 　 　 　
　　　（1）会費収入 　 　 　 　
　　　　　　互助会会費収入 20,000,000 21,000,000 △ 1,000,000 　
　　　（2）雑 収 入 　 　 　 　
　　　　　　受取利息収入 6,000 5,000 1,000 　
　　　　　　雑　　収　　入 3,500,000 3,000,000 500,000 リーマン弁済金３回分
　　　　　　　　　　　　　　　事業活動収入計 23,506,000 24,005,000 △ 499,000 　
　2　事業活動支出 　 　 　 　
　　　（1）事業費支出 46,780,000 39,479,000 7,301,000 　
　　　　　　会誌発行費支出 1,000,000 1,100,000 △ 100,000 　
　　　　　　保険料支出 1,890,000 2,010,000 △ 120,000 契約実績額
　　　　　　互助会給付金支出 43,890,000 36,369,000 7,521,000 　
　　　（2）管理費支出 3,081,102 3,329,926 △ 248,824 前年度実績額等
　　　　　　人件費支出 1,383,000 1,384,000 △ 1,000 　
　　　　　　会議費支出 12,000 12,000 0 　
　　　　　　旅費交通費支出 100,000 100,000 0 　
　　　　　　通信運搬費支出 130,000 149,000 △ 19,000 　
　　　　　　事務費支出 71,102 96,926 △ 25,824 　
　　　　　　電算機事務費支出 136,000 47,000 89,000 　
　　　　　　印刷製本費支出 236,000 267,000 △ 31,000 　
　　　　　　光熱水料費支出 26,000 22,000 4,000 　
　　　　　　賃借料支出 854,000 684,000 170,000 H26.10 から値上げ
　　　　　　諸謝金支出 33,000 68,000 △ 35,000 　
　　　　　　雑　支　出 100,000 500,000 △ 400,000 　
　　　　　　　　　　　　　　　事業活動支出計 49,861,102 42,808,926 7,052,176 　
　　　　　　　　　　　　　　　事業活動収支差額 △ 26,355,102 △ 18,803,926 △ 7,551,176 　
Ⅱ　予備費支出 1,000,000 1,000,000 0 　
　　　　　　当期収支差額 △ 27,355,102 △ 19,803,926 △ 7,551,176 　
　　　　　　前期繰越収支差額 27,355,102 19,803,926 7,551,176 　
　　　　　　次期繰越収支差額 0 0 0 　

平成25年度互助会収支計算書
（平成25年10月1日から平成26年9月30日） （単位：円）

科　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異
Ⅰ　事業活動収支の部 　 　 　
　１　事業活動収入 　 　 　
　　　（1）会費収入 　 　 　
　　　　　　互助会会費収入 21,000,000 19,732,880 1,267,120
　　　（２）雑 収 入 3,005,000 7,349,572 △ 4,344,572
　　　　　　受取利息収入 5,000 6,706 △ 1,706
　　　　　　雑　　収　　入 3,000,000 7,342,866 △ 4,342,866
　　　　　　事業活動収入計 24,005,000 27,082,452 △ 3,077,452
2　事業活動支出 　 　 　
　　　（１）事業費支出 39,479,000 16,399,951 23,079,049
　　　　　　会誌発行費支出 1,100,000 877,160 222,840
　　　　　　保険料支出 2,010,000 2,010,000 0
　　　　　　奨学金貸与支出 1,000,000 0 1,000,000
　　　　　　互助会給付金支出 35,369,000 13,512,791 21,856,209
　　　（２）管理費支出 3,329,926 3,131,325 198,601
　　　　　　人件費支出 1,384,000 1,382,098 1,902
　　　　　　会議費支出 12,000 0 12,000
　　　　　　旅費交通費支出 100,000 0 100,000
　　　　　　通信運搬費支出 149,000 129,613 19,387
　　　　　　事務費支出 96,926 70,942 25,984
　　　　　　電算機事務費支出 47,000 135,756 △ 88,756
　　　　　　印刷製本費支出 267,000 235,278 31,722
　　　　　　光熱水料費支出 22,000 25,833 △ 3,833
　　　　　　賃借料支出 684,000 798,525 △ 114,525
　　　　　　諸謝金支出 68,000 32,600 35,400
　　　　　　雑　支　出 500,000 320,680 179,320
　　　　　　事業活動支出計 42,808,926 19,531,276 23,277,650
　　　　　　事業活動収支差額 △ 18,803,926 7,551,176 △ 26,355,102
Ⅱ　予備費支出 1,000,000 0 1,000,000
　　　　　　当期収支差額 △ 19,803,926 7,551,176 △ 27,355,102
　　　　　　前期繰越収支差額 19,803,926 19,803,926  0
　　　　　　次期繰越収支差額 0 27,355,102 △ 27,355,102

［3号議案］ 平成26年度事業計画及び収支予算（案）について［2号議案］ 平成25年度事業報告及び収支決算（案）について



(公社)日本水難救済会　平成26年度第2回理事会開催
平成27年度の日本財団への助成金及び日本海事センターへの補助金等の申請について審議されました。

　平成２６年１０月１７日、東京・麹町の本会が入居してい
る海事センタービル８階会議室において、平成２６年度第
２回通常理事会が開催されました。
　理事会の開催にあたり、本会の谷川久理事が去る平成
２６年６月２９日にご逝去されたことからご冥福をお祈り
して黙祷を捧げた後、議長である日本水難救済会相原会
長の挨拶とご臨席の中島海上保安庁警備救難部長からご
挨拶をいただき、その後、「平成２７年度日本財団及び日
本海事センター等に申請する予算（案）について」及び「新規
会員入会の承認について」について議案審議され、それぞ
れ異議なく承認されました。
また、議案審議の後、報告事項として

（１）職務の執行状況の報告について
（２）日本水難救済会(石巻救難所用地)の財産の処分につ
　　いて

（３）洋上救急制度創設３０周年記念事業について
（４）名誉総裁高円宮妃殿下の北海道御成りについて
の報告がなされ、その後、質疑応答で山田邦雄北海道海
難防止・水難救済センター理事長から平成26年全道大会
に対する海上保安庁及び本会の協力支援に対する謝辞が
述べられ理事会が終了となりました。 第 2 回通常理事会の様子 ( 相原会長ご挨拶 )

中島海上保安庁警備救難部長のご挨拶 ( 左が岩崎救難課長 )
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　平成26年6月11日、日本水難救済会の発祥の地であ
る『金刀比羅宮』において、香川県水難救済会（会長:金
刀比羅宮 禰宜 琴陵　泰裕　氏）の理事会及び総会を開
催いたしました。金刀比羅宮での開催は、平成11年に
香川県水難救済会が発足以来、初めてとなります。
　当日は理事会や総会に先立ち、金刀比羅宮御本宮に
おいて海上安全祈願祭が厳粛に執り行われた後、昨年
度の事業報告、今年度の事業計画、予算案等について
審議されました。
　また、総会に引き続き、青い羽根募金者に対する日
本水難救済会会長表彰が琴陵会長から受賞者に伝達さ
れた後、受賞者を囲んで会長、各救難所長、高松海上
保安部長等との懇談会が開催され、「海の犠牲者ゼロ」
を目指して、一旦事あれば、我が身の危険に臆するこ
となく、尊い人命を救う崇高なボランティア精神に基
づく救難所員の活動等について活発な意見交換が行わ
れ、本会の事業展開に一層の理解を深めていただく機
会となりました。

事業功労者（青い羽根募金）との記念撮影
（前列左三人目から香川県水難救済会会長琴陵泰裕 氏、受章者 前田建
設工業株式会社高松営業所長高橋宏幸 氏、陸上自衛隊善通寺駐屯地司
令 軽部真和 氏、多度津町長 丸尾幸雄 氏、引田救難所長 服部郁弘 氏）

海上安全祈願祭の模様

東日本大震災に係る災害見舞金給付金の支給状況等について
平成 26 年 9 月 30 日現在

救　難　所　名 請求年月日 処理年月日 請求人数（人） 支給人数（人） 災害見舞金額（万円）
岩手県水難救済会高田救難所 23. 7. 8 23. 8. 9 32 32 142
岩手県水難救済会久慈地区救難所 23. 5.24 23. 8.22 3 3 14
茨城県水難救済会平潟支部救難所 23. 6.27 23. 9. 5 11 11 44
茨城県水難救済会川尻支部救難所 23. 6.30 23. 9. 9 12 12 46

２２年度計 　 　 58 58 246
茨城県水難救済会大洗支部救難所 23. 7.13 23.11.21 22 16 48
岩手県水難救済会大船渡救難所 23.11.18 23.11.28 43 43 196
岩手県水難救済会宮古救難所 23. 9.27 23.12. 9 171 171 775
茨城県水難救済会大津支部救難所 23. 8.26 23.12.24 37 36 74
岩手県水難救済会釜石救難所 23.12. 2 24. 2. 7 44 44 199
宮城県水難救済会石巻救難所 23.12.20 24. 2.20 8 8 38
宮城県水難救済会表浜救難所 24. 2.27 24. 3.16 29 27 121
宮城県水難救済会南三陸救難所 24. 2.14 24. 3.22 38 37 168
岩手県水難救済会釜石救難所釜石東部支所 24. 3.23 24. 4.16 11 11 51
茨城県水難救済会久慈支部救難所 24. 3. 1 24. 5.18 18 11 31
宮城県水難救済会閖上救難所 24. 3. 7 24. 6.22 26 26 118

２３年度計 　 　 447 430 1,819
福島県水難救済会江名救難所 24. 9.25 24.11. 1 7 7 23
福島県水難救済会中之作救難所 24.10.11 24.11. 1 6 6 26
福島県水難救済会小名浜救難所 24.11.15 24.12. 5 19 19 86
福島県水難救済会久之浜救難所 24.11.15 24.12. 5 38 38 174
福島県水難救済会四倉救難所 24.11.15 24.12. 5 21 21 82
福島県水難救済会沼之内救難所 24.11.15 24.12. 5 11 11 45
福島県水難救済会豊間救難所 24.11.15 24.12. 5 29 29 134
福島県水難救済会勿来救難所 24.11.15 24.12. 5 9 9 36
福島県水難救済会新地救難所 25. 1.25 25. 2.25 12 12 52
福島県水難救済会原釜救難所 25. 1.25 25. 2.25 74 74 328
福島県水難救済会原釜救難所磯部支所 25. 1.25 25. 2.25 18 18 79
福島県水難救済会請戸救難所 25. 3. 1 25. 7.25 79 15 69
福島県水難救済会鹿島救難所 25. 3.12 25. 7.25 22 22 102

２４年度計 345 281 1,236

宮城県水難救済会亘理救難所 26. 1.20 26. 4. 1 42 40 195
宮城県水難救済会唐桑救難所 26. 1.23 26. 4. 1 15 14 65
宮城県水難救済会階上救難所 26. 1.28 26. 4. 1 10 10 46
宮城県水難救済会東浜救難所 26. 1.29 26. 4. 1 6 6 28
岩手県水難救済会大槌救難所 26. 3. 7 26. 4. 3 94 94 448
岩手県水難救済会山田救難所 26. 3. 7 26. 5.22 122 122 563

２５年度計 289 286 1,345

. ３２救難所 ( 累計 ) 　 　 1,139 1,055 4,646
未処理分 　

救　難　所　名 請求年月日 処理年月日 請求人数（人） 支給人数（人） 災害見舞金額（万円）
福島県水難救済会請戸救難所 25. 3. 1 64

互助会事務局から
　平成26年度の互助会の会員は、平成26年11月30日現
在で19,415名です。昨年度同月末の会員数と比較すると
149名の増となっております。
　日本水難救済会救難所員等互助会につきましては、会員
とその家族の相互救済と福利増進を図る観点から各種事業
を行うことにより、会員等の生活の安定と福祉に寄与する
とともに、日本水難救済会の効率的な事業運営に資するこ
とを目的として、平成20年10月に設立しました。この趣
旨にご賛同いただき、より多くの方が、互助会に加入して
いただきますように、よろしくお願いいたします。

互助会に関するお問い合わせ
互助会に関する、疑問、質問等の問い合わせ先は
事務局（経理部）鈴木又は中山が承ります。

電話番号　03－3222－8066
FAX番号　03－3222－8067
Ｅ m a i l  　gojyokai@mrj.or.jp

　東日本大震災により被災した地域における住居及び家財の状況
について平成23年7月21日の「東日本大震災に係る災害見舞金
給付事業に該当する人数調べ」及び平成26年9月30日現在の「東
日本大震災に係る災害見舞金の請求状況について」説明があり、
現在下記のとおり災害見舞金が支給されており、今後の給付見込

人数及び給付額についての報告がなされた。
なお、今後の給付見込については、第三号議案の「平成26年度事
業計画及び収支予算（案）について」の（5）災害見舞金給付事業で
説明をしたとおり、福島県水難救済会請戸救難所64名分を残す
のみとなっている。

［報告事項］ 互助会規約第18条災害見舞金給付事業の現状について

平成26年度理事会・総会を「金刀比羅宮」で開催投　稿
香川県水難救済会
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平成 26 年度全道大会開会式（平成 26 年 7 月 2 日厚岸漁港）

　当センターは、昭和49年7月1日に発足し、平成26
年で40年を迎えました。
　発足当時は、漁業活動の活発化により漁業環境が
大変厳しい中で、年間約300隻の海難事故が発生し、
死亡・行方不明者も約200人という大変深刻な状況に
ありました。
　このように、海難事故の多発や多くの人命が失われ
ることは本道漁業の発展を阻害することから、海難防
止連絡協議会を設置するなど業界あげて海難防止に
取り組んでまいりましたが、多発する海難事故に対し
海難防止対策の推進機関の設置が望まれ、漁業関
係者の熱意と第一管区海上保安本部及び北海道の
積極的な指導により当センターが設立されました。
　海難の未然防止は漁業が続く限り終わりのないもの
であり、地道に反復、継続して熱く漁業関係者に訴え
ることが必要でありまして、今日まで、浜と一緒になり
海難防止対策を推進してまいりました。
　この推進のために今日まで海難防止対策を検討す
る諸会議の開催、講習会での実技指導や訪船指導、
海難防止強調月間の設定や機関紙「北極星」の発行
による広報啓発活動、安全衣や小型漁船に関する調
査研究及び漁業無線局や救難所に対する助成など多
くの事業を実施してまいりました。
　特に、平成5年から3カ年にわたって実施した「小型
漁船用常時着用型救命胴衣基準」の
調査研究事業については、国が定め
た救命胴衣の浮力基準に大きな影響
を与えるとともに、素材、デザインの向
上や作業能率の高い安全衣の開発を
促すなどの大きな成果を上げました。
　このように長年にわたる海難防止の
取組みにより、昨今の漁船海難事故
は大幅に減少し、事故隻数は設立当
時の20%前後で推移している状況にあ
ります。
　また、当センターは平成11年8月に日
本水難救済会北海道支部と統合し、

海難防止と水難救済の総合的な対策を行う推進機関
となりました。
　水難救済を行う救難所は、明治30年8月に小樽救
難所が初めて設置されて以来、日本海に接する地域
を中心に整備され、現在は全道で107救難所が設置
されております。
　救難所員の救助活動は、気象や地理的な条件で
非常に危険な状況となる場合もありますが、このような
中で人命救助を行った団体として、平成19年に庶野
救難所、平成26年に松前救難所が日本水難救済会
名誉総裁（憲仁親王妃久子殿下）表彰を受章し、ま
た、平成26年秋の褒章で松前救難所が紅綬褒章を
受章しました。
　さらに、日本水難救済会名誉総裁憲仁親王妃久子殿下
が平成26年7月に開催したセンター全道大会に御臨席
いただき、救難所員におことばを述べられました。
　このような受章や憲仁親王妃久子殿下に全国的に
も初めて救難所員が一堂に会する大会を御視察いた
だきましたことは、ボランティアとして救助活動に携わっ
ている救難所員にとりまして大きな励みになりました。
心から感謝を申し上げます。
　今後とも、人命や財産を守るため当センターの機能
を十分発揮して海難事故の絶無を目指してまいりますの
で、関係各位のご支援、ご協力をお願い申し上げます。

創立40周年を迎えて

公益社団法人 北海道海難防止・水難救済センター
理事長　山田 邦雄

状況が違う」とのことで門前払いでした。融資を受けるた
め県内の主な金融機関に打診しましたが「利益を生んで
はいけない公益法人」の返済能力に疑問があるとの認識
が強くなかなか融資を引受けてくれませんでした。
　そこで、金融機関を一つの銀行に絞り水難救済事業、
公益法人、運営資金となる自治体の補助金、青い羽根
募金、会費などについて担当者が納得するまで説明を繰
り返し融資の承認を受けました。また土地所有者の管理
組合にも日参して「建替え承認」を取り付けました。建築
入札も予定価格で落札できず、建築業者を変えて再度
の入札を行うなどしてようやく昨年4月にビル建築に着手し
8月に完成しました。

　新しいビルは従前のビルとほぼ同じ形状で建築され、
すぐ近くにあるペリー提督上陸記念碑や外人墓地とともに
泊埠頭のシンボルになっています。
　建築屋さんは「今度は100年の風雨に耐えますよ」と保
障してくれました。新しい頑丈で安全な建物で「沖縄の海
で働く救助員の皆さんが人命救助活動に邁進できるよう
な仕事」を したいと張り切っています。支えていただいた
皆様に感謝の気持ちでいっぱいです。

（公社）琉球水難救済会から見える外人墓地 外人墓地の隣に建てられたペリー提督の碑

新たに建築された（公社）琉球水難救済会事務所（住所 : 那覇市泊 3-1-6）

　公益社団法人琉球水難救済会は那覇港泊埠頭北岸
に三階建ての自社ビルを所有し業務を推進してきました
が、昨年ビルの建て替えを行い、新装の事務所で職員
一同は心機一転張り切っています。
 
　旧社屋は昭和42年、当時の琉球政府から1万ドル（120
万円）の援助を受けて二階建てのビルを建てましたが、
落成式に参列された船舶振興会の笹川良一 会長から

「もう一階継ぎ足したらどうかね」のお言葉があり翌年、
43年に三階建てになったと言うことが今でも語り継がれて
います。
　建設当時は事務所、救難器材倉庫のほかに、沖縄
近海で救助される外国人遭難上陸者が帰国するまでの
宿泊所として利用されていましたが、沖縄が本土復帰す
る昭和47年頃から、遭難上陸者はホテルに宿泊するよう
になり、収容施設としての用途がなくなったため、旅館風
に作られた三階部分を水難救済会の事務所として使い
一階と二階は整理して海洋土木会社に賃貸借し以後48
年間幾多の台風や雨風に耐えてきました。
　ところが、この建物は塩抜きされていない「沖縄の海砂」
を使ったコンクリートで作られていたことから、鉄筋の腐食
によるコンクリートの剥離が著しく補修を繰り返しながら使っ
ていましたが利用者の往来の多い港内ですから壁のコン
クリー片落下でいつか大事故を起こしかねない懸念もあ
り、理事の皆様や会員に方々に「解体して新しいビルを
建築」することを諮り、同じ形状のビルを同一の場所に建
築することとして議決されました。
　建物の敷地は那覇港管理組合の所管ですから「建て
替え」の許可が必要でした。この許可には実に1年半も
の期間を要したことから消費税
増税のあおりを受けて建築費が
3割アップとなるアクシデントが発
生しました。
　それにも増して、建築資金の
調達は実に大変でした。県から
の補助金に期待しましたが、県
当局は「復帰以前の琉球とは

公益社団法人 琉球水難救済会の新築事務所完成

公益社団法人 琉球水難救済会
常務理事　浅野 貞雄
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平成26年における会長表彰者は次のとおりです。受章された皆様の益々のご活躍を祈念いたします。
1 海難救助功労者

（1）救助功労の団体表彰（2件）
　　○新潟県水難救済会山北救難所
　　○（特）長崎県水難救済会壱岐東部救難所
　　　協力者（1名）:小田武夫

（2）救助出動回数功労表彰（46名）
　　○北海道海難防止・水難救済センター（10名）
　　　20回（様似救難所鵜苫支所）大塚勝正、佐藤一明、大山雅敏、（浦河救難所）石崎勝、（奥尻救難所）小柳平助
　　　30回（奥尻救難所）坪谷元、（苫小牧救難所）長崎光一、（浦河救難所）高田勲、向井秋雄、（様似救難所）秋山要
　　○山形県水難救済会（5名）
　　　20回（飛島救難所）奥山長市、（念珠関救難所）本間満、飛塚裕実、（加茂救難所）吉岡正美
　　　30回（加茂救難所）佐藤広造
　　○千葉県水難救済会（10名）
　　　20回（鴨川救難所）徳永卓、（新勝浦市救難所鵜原支所）黒川清三、（新勝浦市救難所浜行川支所）三上次雄
　　　30回（鴨川救難所）松本ぬい子、（新勝浦市救難所）渡辺浩則
　　　60回（九十九里町救難所）古関保
　　　70回（九十九里町救難所）成川尚義
　　　90回（九十九里町救難所）作田節
　　　120回（九十九里町救難所）米澤秀夫、成川清子
　　○神奈川県水難救済会（2名）
　　　20回（鴨居救難所）小柴薫、（大磯救難所）関野幸男
　　○愛知県水難救済会（2名）
　　　20回（蒲郡救難所）鳥山美弘、福島雅弘
　　○新潟県水難救済会（2名）
　　　20回（岩船港救難所）當摩正次
　　　30回（山北救難所）富樫武
　　○長崎県水難救済会（3名）
　　　20回（稲佐救難所）中里稔
　　　30回（稲佐救難所）中ノ瀬近市
　　　310回（稲佐救難所）福田一幹
　　○福岡県水難救済会（12名）
　　　20回（神湊救難所）三苫英了、（大島救難所）福崎正治、（玄界島救難所）上田健、宮川芳万、（藍島救難所）松下清伸
　　　30回（神湊救難所）川西勝利、永島一清、（玄界島救難所）伊藤知利、上田浩之
　　　50回（津屋崎救難所）間利夫、（地島救難所）山﨑善貴、村田桂司

（3）勤続功労表彰（87名）
　①40年勤続功労（2名）
　　○北海道海難防止・水難救済センター（4名）
　　　（様似救難所）松場芳則、三國友昭、（様似救難所鵜苫支所）宮崎政行、（伊達救難所）福田一雄
　　○秋田県水難救済会（9名）
　　　（八森救難所）畠山利雄、（畠救難所）佐藤敏英、鎌田安八、伊藤秋芳、鎌田東誠、
　　　（戸賀救難所）飯沢篤志、大友捷昭、原田光生、（船川救難所）平野太刀矢
　　○神奈川県水難救済会（6名）
　　　（走水大津救難所）小川敏夫、廣川幸男、鈴木茂則、廣川伸男、（久里浜救難所）榎本信男、（北下浦救難所）舘信利
　　○島根県水難救済会（1名）
　　　（出雲救難所鵜鷺支所）田中眞一、
　②30年勤続（47名）
　　○北海道海難防止・水難救済センター（5名）
　　　（羽幌救難所）前田好美、（余市救難所）葛西哲夫、本間幸二、飯野公二、川内谷藤一、
　　○秋田県水難救済会（19名）
　　　（岩館救難所）千葉好美、須藤一正、（北浦救難所）上野久、湊実、浅井勝作、新城谷征夫、斉藤正弘、
　　　清水新太郎、斉藤一敏、湊喜市、佐々木謙一、桧山弘一、桧山篤、桧山広美、桧山良一、戸嶋貴、加藤秀一、
　　　（金浦救難所）白瀬由彦、齊藤正義
　　○神奈川県水難救済会（20名）
　　　（柴救難所）小山新次郎、斉田英男、斉田良夫、黒川延男、斉田靖、窪田幸治、斉田芳之、森田晃、
　　　斉田和義、小山信男、宍倉元行、新雄二、
　　　（真鶴救難所）青木義夫、加園道幸、宮川栄司、青木常雄
　　　（横須賀救難所）荻野勝美、（走水大津救難所）長塚勝弥、三浦正吾、
　　　（鴨居救難所）福本善行、
　　○島根県水難救済会（3名）
　　　（出雲救難所日御碕支所）蒲生晴夫、大国貴利、（出雲救難所鵜鷺支所）高橋博

救助出動回数功労章（30回） 救助出動回数功労章（50回）

勤続功労章（40年）

勤続功労章（30年）

団体救助功労盾

平成26年における日本水難救済会 会長表彰受章者一覧 （敬称略）

　海難救助にご尽力されたご功績により平成26年6月2日に（公社）日本水難救済会の名誉総
裁表彰記念式典において憲仁親王妃久子殿下から名誉総裁表彰（団体）を授与された（公
社）北海道海難防止・水難救済センター松前救難所は、平成26年11月14日（金）に人命救助
にご尽力されたご功績により紅綬褒章を受章されました。
　松前救難所長斉藤俊一郎氏は、松前救難所を代表して11月14日午前、国土交通省10階
共用会議室で行われた褒章伝達式において本田勝国土交通省事務次官から褒章状を授与さ
れたのち、午後から皇居宮殿において天皇陛下の拝謁を受けられました。

　「青い羽根募金」に多大なご貢献をされたご功績により平成26年6月2日に名誉総裁表彰
（個人）を授与されました山内甚一郎氏は、平成27年1月9日午後、海上保安庁長官室で行
われた紺綬褒章伝達式において、内閣総理大臣から命を受けた佐藤長官から褒章状が伝
達されました。
　山内甚一郎氏は、東日本大震災で自家の1階部分の物がほとんど流されるなど自ら被
災されましたが、多くの方から支援を受けたことで、今度は自分が社会に恩返ししたい
との思いから、本会が行うボランティア救助活動等の支援に役立ててほしいと「青い羽
根募金」に多額の寄附を
されました。
　（公社）日本水難救済
会 で は、 平 成26年9月2
日所管官庁に紺綬褒章
を上申、審査を経た後、
11月28日紺綬褒章受章
が決定されました。

救助に出動した幸喜丸

前列中央が山内氏、山内氏をはさんで左が海上保安庁佐藤長官、右が日本水難救済会相原会長

救助に出動した光仁丸海岸に打ち上げられた乗揚船の残骸

代表として紅綬褒章
を受章された松前救
難所長  斉藤俊一郎氏

紺綬褒章を受章された
山内甚一郎氏

松前救難所が人命救助により名誉総裁表彰に続き紅綬褒章を受章

山内甚一郎氏が名誉総裁表彰に続き紺綬褒章を受章



I N F O R M A T I O N

☆昨年8月、台風の影響でキャンプ施設に孤立した児童ら74人を徳島県水難救済会阿南
救難所椿泊支所の救助船3隻により搬送するという活動が行われました。水難救済会の機
動性が発揮されたものですが、今年が平穏であることを願うばかりです。

☆マリンレスキュー紀行は、山形県水難救済会の念珠関救難所及び温海救難所に取材
協力をいただき有り難うございました。取材陣は冬の日本海の自然の猛威に驚き、改めて日
本海を舞台に活躍される救難所員の皆様のご労苦に思いを馳せたとのことでした。

☆全国に地方水難救済会は現在40ヶ所設立されており、それぞれの救難所では様 な々取
り組みをされているところですが、それぞれの水難救済会の状況については、十分知られ
ているとは言い難い状況にあります。そこでシリーズ物として、今号から2つの地方水難救
済会に現状と活動状況等自己ＰＲをお願いすることとしました。皮切りに、愛知県水難救済
会及び青森県漁船海難防止・水難救済会にお願いしたところですが、今後、順次地方水
難救済会に寄稿をお願いしますので宜しくお願い致します。

☆本年10月1日を以て洋上救急制度が創設されて30周年を迎えます。これまでの間、800件
余の出動がありましたが、偏に出動医師・看護師を始め関係の皆様のご尽力の賜です。30
周年にあたり関係団体の協力も得ながら、記念行事、記念誌の発行、記念キャラクターの
作成などを進める予定です。

☆本会ホームページについては様々に活用いただいていると思います。青い羽根募金も
ホームページを通じて寄附される方が多いですが、「定期的に口座から自動引き落としがで
きないか」との声を受け、今般改修しましたので利用の案内をいただければ有り難いです。
また、主要頁についてはスマホ対応の改修を致しましたのでご利用下さい。

（常務理事　上岡）

編 集 後 記

制作・印刷　エイアンドエー株式会社
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● 日本水難救済会会員募集 ●
　日本水難救済会では、会員（2号正会員または賛助会員）
となって本会の事業を支援していただける方々を募集し
ています。
　2号正会員資格は、本会の事業目的に賛同して、年会費
1口1万円（1口以上）を納付された方で、会員になります
と、総会に出席することにより当会事業に参画できます。
　賛助会員は、金品を寄付することにより本会の事業に
貢献いただくもので、寄付された方は、法人税・所得税
の控除を受けられる特典があります。
　希望される方は、当会にご連絡いただければ、入会申
込書をお送りいたしますので、必要事項を記入してお申
し込み下さい。

公益社団法人　日本水難救済会

〒102-0083　東京都千代田区麹町4丁目5番地
　　　　　　　　海事センタービル7階
電話：03-3222-8066　FAX：03-3222-8067
http://www.mrj.or.jp/index.html

　③20年勤続（20名）
　　○北海道海難防止・水難救済センター（6名）
　　　（様似救難所）奥山雄二、（様似救難所鵜苫支所）山崎大介、（伊達救難所）大内雅夫、岩田武司、
　　　（虻田救難所）三島基幸、（松前救難所小島支所）兼子幸治
　　○秋田県水難救済会（5名）
　　　（八森救難所）大黒金之、大和正、（金浦救難所）池田大、佐藤正勝、宇沼秀雄
　　○神奈川県水難救済会（6名）
　　　（観音崎救難所）浦真一、（久里浜救難所）大谷正生、鈴木喜忠、（三浦救難所）宇田川逸郎、
　　　（長井救難所）和田勇二、（腰越救難所）河原清一
　　○島根県水難救済会（3名）
　　　（出雲救難所日御碕支所）石田弘、因幡弘一、九矢孝久

（4）退職職員の永年従事功労表彰（21名）
　　○北海道海難防止・水難救済センター（6名）
　　　（増毛救難所岩尾支所）山道甚一、（厚岸救難所）川村治、角野忠之、（斜里救難所）加藤義男、
　　　（沓形救難所）石塚力雄、（浜中町救難所琵琶瀬支所）夏井和宏
　　○茨城県水難救済会（1名）
　　　（久慈支部救難所）須藤洋一
　　○新潟県水難救済会（7名）
　　　（佐渡南部救難所松ヶ崎支所）本間義博、幡豆孝一、（佐渡南部救難所羽茂支所）大楽武夫、
　　　（直江津救難所大潟支所）新保辰夫、（山北救難所）本間正彦、本間三郎、本間孝夫
　　○福岡県水難救済会（7名）
　　　（唐泊救難所）戸田利治、（大島救難所）福崎正治、（浜崎救難所）新藤軍司、（西浦救難所）木戸俊成、
　　　（伊崎救難所）小林克広、（大川救難所）江口正人、（柳川救難所）園田照彦

2 洋上救急功労者
（1）銀色名誉有功表彰
　個人（1件）
　　（出動10回）
　　○沖縄県立八重山病院　医師　紙尾　均

（2）銀色有功表彰
　①個人（2件）
　　（出動3回）
　　○市立釧路病院　医師　其田　一　
　　○沖縄県立八重山病院　医師　紙尾　與那覇　博康
　②団体（1件）
　　（出動5回）
　　○社会医療法人　仁愛会　浦添総合病院 

3 事業功労表彰
（1）一般寄附:1団体
　　○株式会社港屋

（2）青い羽根募金
　①団体:延べ86団体

○立正大学立正中学校高等学校、中日海洋少年団、明治大学付属中野八王子中学校・高等学校、ボーイスカウト静岡第47団、浜田海洋少年団、出雲救難所、
千代田区海洋少年団、陸上自衛隊島松駐屯地、陸上自衛隊北恵庭駐屯地、陸上自衛隊北千歳駐屯地（2）、陸上自衛隊旭川駐屯地、陸上自衛隊帯広駐屯地、陸
上自衛隊留萌駐屯地、陸上自衛隊朝霞駐屯地、陸上自衛隊練馬駐屯地（2）、陸上自衛隊久里浜駐屯地、陸上自衛隊古河駐屯地、陸上自衛隊大宮駐屯地、陸上
自衛隊駒門駐屯地、陸上自衛隊板妻駐屯地、陸上自衛隊久居駐屯地、陸上自衛隊大久保駐屯地、陸上自衛隊米子駐屯地、陸上自衛隊大村駐屯地、陸上自衛隊
金沢駐屯地、海上自衛隊岩国航空基地、海上自衛隊鹿屋航空基地、航空自衛隊三沢基地隊員一同（2）、航空自衛隊熊谷基地、航空自衛隊奈良基地、航空自衛
隊小松基地、海上自衛隊横須賀地方総監部、原燃輸送株式会社、商船三井内航株式会社、三光海運株式会社（2）、三洋化成工業株式会社、渦潮電機株式会社、（公
社）日本海洋少年団東京地区連盟、たじり海洋少年団、清水海洋少年団、国立沖縄青少年交流の家、八戸水産高等学校、遊覧船かすみ丸有限会社、NPO法人ジャ
パンゲームフィッシュ協会、ライオンズクラブ国際協会 長崎東クラブ、陸上自衛隊善通寺駐屯地、前田建設工業株式会社四国営業所、多度津町、小豆島町
内海B&G海洋センター、湘南なぎさパーク、有限会社モネール、SGホールディングス株式会社、旭商船株式会社、陸上自衛隊東千歳駐屯地、陸上自衛隊八
戸駐屯地、陸上自衛隊都城駐屯地、海上自衛隊大湊在籍部隊、海上自衛隊 舞鶴地方隊及び舞鶴在籍部隊、株式会社クラレ岡山事業所、三井造船株式会社玉
野事業所、三井造船生活協同組合、パンパシフィック・カッパー株式会社、三菱自動車工業株式会社 水島製作所、株式会社ダイヤモンドソサエティダイヤ
モンド瀬戸内マリンホテル、JX日鉱日石エネルギー株式会社 水島製油所、JFEスチール株式会社 西日本製鉄所、岡山中央魚市株式会社、新日鐵住金株式会
社名古屋製鐡所、株式会社フジトランスコーポレーション、伊勢湾海運株式会社、若築建設株式会社名古屋支店、株式会社セコ・インターナショナル、ホク
ト商事株式会社、株式会社新来島豊橋造船、海上自衛隊佐世保在籍部隊、西日本旅客鉄道株式会社、東京海洋大学学生寮一同、第四管区海上保安本部、日本
女子体育大学ライフセービング部、東洋建設株式会社、若築建設株式会社、陸上自衛隊福岡駐屯地、陸上自衛隊幹部候補生学校、陸上自衛隊久留米駐屯地、
陸上自衛隊小郡駐屯地、航空自衛隊芦屋基地、航空自衛隊築城基地、航空自衛隊春日基地、大野城市、添田町、糸島市、（一財）福岡県消防協会、若築建設（株）
九州支店、航空自衛隊那覇基地、陸上自衛隊那覇駐屯地、沖縄県、名護市、沖縄市、うるま市、恩納村、宮古島市、琉球海運株式会社、（一財）沖縄船員厚生
協会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注）団体名のあとの（2）とあるのは表彰回が2回である

　②個人:延べ13名　

有功章（永年勤続）

銀色有功盾

事業功労有功盾

銀色名誉有功盾


